
地方税制関係の最近の動向 

（暫定税率・地方環境税・地方税制プロジェクトチーム） 

 

１． 政府税制調査会ＰＴの動向 

 

① 納税環境整備ＰＴ（座長：峰崎財務副大臣） 

・ 納税者権利憲章（仮称）の制定 

・ 国税不服審判所の改革 

・ 社会保障・税共通の番号制度導入 

・ 歳入庁の設置 等 

 

② 市民公益税制ＰＴ（座長：渡辺総務副大臣） 

・ 寄附税制 

・ 公益活動を担う法人（ＮＰＯ法人や公益法人など）に係る税制 

  ⇒平成 22 年 4 月末をメドに成果を得るよう、検討 

 

③ 控除廃止の影響に係るＰＴ（座長：小川総務大臣政務官） 

・ 扶養控除の廃止、特定扶養控除の上乗せ部分の廃止により影響

が生じる諸制度について、負担の基準の見直し・経過措置の導

入など、適切な措置を検討。 

 

２． 政府税制調査会専門家委員会の動向 

 

○ 専門家委員会（神野直彦委員長）…2回開催 

○ 小委員会…専門家委員会の下に設置 

① 基礎問題検討小委員会（神野座長）…1 回開催 

② 納税環境整備小委員会（三木座長）…3 回開催 

 

※ 「自動車関係税制に関する研究会」（神野直彦座長） 

…総務省に設置。車体課税のあり方、簡素化等について検討 

（22.3.30 第 1 回開催）。 

 

1 年以内をメドに結論 
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